
事 業 概 況 （令和５年３月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和４年度労災保険業務機械処理の令和５年３月末現在における保険給付支払総額は 7,149億円で、前年同期に比べて

1.5％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,247億円で 45.4％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,414億円で 33.8％を占めている。以下、休業補償給付が 14.2％、障害補償一時金が 3.9％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 12.6％増、休業補償給付が 6.6％増、介

護補償給付が 0.1％増となっているのに対し、二次健康診断等給付が 7.7％減、葬祭料が 6.6％減、障害補償一時金が 5.1％

減、療養補償給付が 2.9％減、年金等給付が 2.7％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,409 億円で 33.7％、「建設事業」が 1,966 億円で

27.5％、「製造業」が 1,619億円で 22.6％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.8％、「林業」が 1.5％、

「船舶所有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.3％増となっているのに対し、「漁業」が

8.1％減、「鉱業」が 8.0％減、「林業」が 6.6％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 4.0％減、「製造業」が 3.1％

減、「建設事業」が 3.0％減、「運輸業」が 2.3％減、「船舶所有者の事業」が 1.6％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 725,498,287 100.0 1.1 △    714,917,175 100.0 1.5 △    

療 養 補 償 給 付 248,524,522 34.3 1.7 241,417,131 33.8 2.9 △    

休 業 補 償 給 付 95,479,343 13.2 2.6 △    101,755,944 14.2 6.6

障 害 補 償 一 時 金 29,595,990 4.1 3.3 △    28,088,249 3.9 5.1 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,974,189 1.0 1.0 △    7,854,322 1.1 12.6

葬 祭 料 1,910,798 0.3 2.2 △    1,785,513 0.2 6.6 △    

介 護 補 償 給 付 7,843,213 1.1 1.4 △    7,853,207 1.1 0.1

年 金 等 給 付 333,577,835 46.0 2.5 △    324,693,463 45.4 2.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,592,396 0.2 21.0 1,469,346 0.2 7.7 △    

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

令和3年度　4年3月末 令和4年度　5年3月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,794億円で 55.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,236億円で 38.1％、傷病補償年金が 217億円で 6.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,064億円で 32.8％、「製造業」が 911億円で 28.1％、

「その他の事業」が 688億円で 21.2％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 4.2％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 725,498,287 100.0 1.1 △    714,917,175 100.0 1.5 △    

林 業 11,462,414 1.6 4.5 △    10,707,038 1.5 6.6 △    

漁 業 2,104,665 0.3 1.1 △    1,935,088 0.3 8.1 △    

鉱 業 21,555,491 3.0 9.8 △    19,825,993 2.8 8.0 △    

建 設 事 業 202,696,070 27.9 2.5 △    196,566,803 27.5 3.0 △    

製 造 業 167,160,169 23.0 2.6 △    161,903,155 22.6 3.1 △    

運 輸 業 80,138,725 11.0 0.7 △    78,316,386 11.0 2.3 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,644,316 0.2 0.7 △    1,578,644 0.2 4.0 △    

そ の 他 の 事 業 235,464,586 32.5 2.2 240,864,969 33.7 2.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,271,850 0.5 2.0 3,219,098 0.5 1.6 △    

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和3年度　4年3月末 令和4年度　5年3月末

令和4年度　5年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 123,597,343 179,389,125 21,706,994 324,693,463 100.0

林 業 1,583,767 3,700,139 224,987 5,508,892 1.7

漁 業 313,184 977,555 21,638 1,312,377 0.4

鉱 業 1,255,836 10,420,258 1,917,756 13,593,850 4.2

建 設 事 業 33,388,242 65,254,978 7,779,569 106,422,789 32.8

製 造 業 44,390,907 42,835,038 3,884,677 91,110,623 28.1

運 輸 業 13,636,818 20,312,025 2,180,676 36,129,519 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
199,745 603,218 65,217 868,180 0.3

そ の 他 の 事 業 28,545,338 34,691,466 5,605,117 68,841,921 21.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 283,505 594,448 27,358 905,312 0.3

構 成 比 38.1% 55.2% 6.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和４年度労災保険業務機械処理の令和５年３月末現在における保険料徴収決定済額は 9,011億円で、前年同期に比べ

て 4.7％増となっている。保険料収納済額は 8,887億円で、前年同期に比べて 4.7％増となっている。また、収納率につい

てみると 98.6％となっており、前年同期と同水準となっている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,390億円で 48.7％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,993 億円で 22.1％、「製造業」が 1,613 億円で 17.9％を占めている。以下、「運輸業」が 8.4％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度 令和3年度 令和4年度

　業　種 4年3月末 5年3月末 4年3月末 5年3月末 4年3月末 5年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 861,018,073 901,086,627 100.0 4.7 848,881,511 888,713,420 100.0 4.7 98.6 98.6

林 業 5,763,259 5,926,259 0.7 2.8 5,635,127 5,775,060 0.6 2.5 97.8 97.4

漁 業 1,808,241 1,881,907 0.2 4.1 1,749,426 1,824,222 0.2 4.3 96.7 96.9

鉱 業 2,523,242 2,590,871 0.3 2.7 2,405,180 2,482,641 0.3 3.2 95.3 95.8

建 設 事 業 189,397,752 199,287,834 22.1 5.2 186,835,792 196,346,792 22.1 5.1 98.6 98.5

製 造 業 151,709,982 161,298,087 17.9 6.3 150,026,108 159,677,150 18.0 6.4 98.9 99.0

運 輸 業 75,277,992 75,657,219 8.4 0.5 73,261,913 73,650,894 8.3 0.5 97.3 97.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,203,234 2,371,416 0.3 7.6 2,203,055 2,371,004 0.3 7.6 100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 419,055,803 438,969,702 48.7 4.8 413,854,948 433,824,935 48.8 4.8 98.8 98.8

船舶所有者の 事業 13,278,568 13,103,333 1.5 1.3 △   12,909,961 12,760,723 1.4 1.2 △   97.2 97.4

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


